


























































Y1 =P1X1, Y2 =P2X2 -Pi (X1 -dRm) 
あるいは，
Y=Y1十Y2=P1 ・dRm+P2X2 Cl) 
で表わされている。
原材料（以下では本源的生産物と読み換える。）のストック Rmは初期水準の







総消費Cは基礎的消費co，資本家の消費性向Cc( = 1 -sc），労働者の消費性
向Cw(=1 -sw），賃金所得および利潤所得に依存するO この点はカレッキやカ
ルドアの所得分配モデルの特色で、あるO したがって，総消費関数は
C=C0+ ( 1 -sw) W + ( 1-sc)G 
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=P2α＋Cl -sw)W+(l -sc)G (4) 
で表わすことができるから，総貯蓄関数Sは
S=Y-C=-P2α＋sw W +sc G, 1 >sc >sw > 0 ( 5)












X1 =f (Ni, κ） ＝κ ・F(N1), F' > 0,F'＇三五 0, F( 0) = 0, κ＞ 0 (8) 
で示すことができる。したがって，第1部門の雇用量Niは生産関数（8）の逆
関数

































P2 = ( 1 +k) (P1 E+l2 Ez) (13) 
で表わされる。 l2は第2部門の貨幣賃金率であり，所与であるOhも外生的に所
与であると仮定する。









このハルク・モデルは， 13個の変数Y,W, G, Xi. X2, S, I, Pi. P2, Ni. 
N2, Wi. W2を決定する完結したモデル（2), (3), (5）～（7), (9）～ 






A. W W －－ Y P2X2 (17) 
で定義することができるO この式の両辺の対数をとり，時間tで微分すれば，
賃金分配率の変化率fは，




A • d). A w ・ d日rf ＝ー づ え＝一τ W＝ っー W＝一一一Aαz w dt’ 
dP, X • dX 
p? = .!.1., p? ＝ーベ J乙＝ー モ X?=-
' P2 ' dt ' X2 ' dt 
であるo
fの値を決めるためには， w,P2, g2の値をこのモデルの体系から求めなけ
ればならない。 (14）～（16）から， W=l1N1+l2N2となる。 (10),(1）から，
N2 =g2 =g1 (19) 
となる。したがって，（18）のWについては，
W= Cf1 ＋爪）号＋Cl2＋爪）~
=l1（号）＋l2(1一号）＋爪（-w-)+g2( 1一号） (20) 
が導かれる。
dN1 合－ N, • -d.κ － κ (19）から， Ni=-N一一一 κ一一一虎一一とおき，また記号上の便dt’ー 1 N1’ dt’ κ 


















=li-{R,+Eu・Eu(X一足）｝ (24. 1) 
=ti -xi（会）一足（1－会） (24. 2) 
となる。したがって，（24.2）から
Xi＝－（ぞ）（会）吋1－会） (24. 3) 
となる。
(24. 2）を（2）へ代入すれば，第2部門の生産物価格の変化率Pzとして，




Xi=H（子 κ） (26) 







次に，一定の実質支出 cc~+r）をARとおけば，（2),(3), (5）～（7) 
から
P2 AR =sc P2 X2一（sc-sw)W (28. 1) 
したがって，この式から
s.AR = (sc -s) P2 +scX2一（sc-s)W (28. 2) 
が導かれる。 s=sc+swである。
UT 
この（28.2）へ（2),(25）を代入し， .Aw =.A. -＿＿＿＿＇.＿！＿とおけば，最終的にw 
(28. 2）は
s.AR + Cl2-!1) {.A (sc -s)} +IC ｛会 （sc-s) 
ゴ 2｛計（sc-s）（守~）ん） (29) 
に書き換えることができる。ここでは，単純化のために，一般的な関係式（29)
を第l部門の生産関数に基づく場合に限定しているO この関係には， E1=EF -
1という特色がある。この場合，（29）の (1-EF) /EF は－（ιr/EF）となり，
これはlI EH =Eii1 に等しい。また， X1＝κ・F (N1) ＝κNi, 1；三α＞Q, 
EF＝α，E1 ＝α－ 1という特色もある。 αは第1部門の労働の偏生産弾力性で
あるO
このような関係式を導いて (18）の値を求めることができる。（18）へ（20),
(2), (25）を代入すれば，（25）からX1=X2であり， E1=EF -1 ＝α－ 1であ
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るから，賃金分配率の変化率fを示す（18）は，
i = Cl2 -f1) ). w +IC ( ~ ) X 2 {).w（す－ 1)} (30 1) 
となる。さらに，定義式ρ＝iC(l α）一1とQ＝知一lを（30. 1)へ代入すれば，
EH =-EF/E1 ＝α(1 α） 1であるから，最終的に (18）は，
i＝（ん－f1) ;tw + CP-X2）与
LJH 









明らかにすることができると考えるO l1 =l2 =p=Q= 0のとき， (30. 1) と
(30. 2）からその弾力性は，
Eλ ニー （ぞ十わ二。 (31) 
で示される。 この式のEHの値は比較的大きいから， IE). Iの値は比較的小さ
い値であると思われるO 前述のρに関する X2の供給弾力性をEρ とおいて，






(29）で＇AR=f2 -f1 = 0のとき，第1部門固有の生産関数の水準パラメー
ター κに関する実質所得X2の供給弾力性Eκ は，




ノ n F 、－ 1
Eρ ＝ Cl－α） E" =( 1 + ~一千旦） > 0 





EAR =( 1 ＋与三－￥.） (34) 
で示されるO
(3）と（34）から2つの弾力性の和はlになる。
Eρ ＋EAR = 1 (35) 
このような準備の下で，本源的生産物の供給曲線の水平移動が賃金分配率に
及ぼす影響は，その水平移動に関する賃金分配率の弾力性E，ρで明らかにする
ことができるO この弾力性は，（30.2), (31), (35）から得られるので，
E,,p =-E，・AR> 0 (36) 
で示されるO











I Iι－s I ¥ 1 Ei.o. =ilw ・EA ＝（」ー＋~」乙~） >O 
＼えw s Enノ (37) 
で示される。
















となるO したがって，（30.2), (40), (37）から
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